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貸借対照表

（平成３０年３月３１日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 １，４１８，８５３ 流動負債 １，２２９，７２７

現金及び預金 ２７８，８２５ 買掛金 ９４９，５４６

商品 １５７，７２９ 未払費用 ５，１６０

貯蔵品 ９９７ 未払法人税等 ７，６０８

未収金 ５１，２５７ 未払消費税 ２，９６２

短期貸付金 ８９４，４９８ 連結納税未払金 ５１，１９２

前払費用 １４，９８１ 未払金 １５５，０５３

繰延税金資産 ２０，２８７ 預り金 １４，４５８

その他 ２７５ 前受収益 １，８１２

賞与引当金 ４１，９３１

固定資産 １，７４８，５５１

有形固定資産 １，４０６，７４５ 固定負債 １４７，５５６

建物 ５９４，９９３ 長期預り金 ８，５６４

建物付属設備 ３４５，７０７ 退職給付引当金 ５１，６１４

構築物 ４３，５２６ 役員退職慰労引当金 ６５，７８０

車両運搬具 ２，８６９ 資産除去債務 ２１，５９７

工具器具備品 ７６，２６９

土地 ３４３，３７９

無形固定資産 １，９３１ 負 債 合 計 １，３７７，２８４

電話加入権 １，００８ （純資産の部）

ｿﾌﾄｳｴｧｰ開発費 ９２３ 株主資本 １，７９０，１２０

資本金 ７５，０００

投資その他の資産 ３３９，８７４ 資本剰余金 ７５，０００

長期前払費用 １４，１４０ 資本準備金 ７５，０００

差入敷金保証金 ２８０，８８３ 利益剰余金 １，６４０，１２０

繰延税金資産 ４４，８０４ その他利益剰余金 １，６４０，１２０

その他投資等 ４６ 繰越利益剰余金 １，６４０，１２０

純 資 産 合 計 １，７９０，１２０

資 産 合 計 ３，１６７，４０４ 負債・純資産合計 ３，１６７，４０４

（注）記載金額は、千円未満切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（自 平成２９年４月１日 至 平成３０年３月３１日）

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）棚卸資産の評価基準および評価方法

①商 品 最終仕入原価法による原価法

②貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

・平成１９年４月１日以降取得資産

法人税法に定める定額法を採用しております。

・平成１９年３月３１日以前取得資産

法人税法に定める旧定額法を採用しております。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

法人税法に定める定額法を採用しております。

なお自社利用のソフトウエアーについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

（３）リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、翌期支給見込額の当期負担額を計上しております。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、計上し

ております。

（３）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」

の適用年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

（２）消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。

（３）連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 ７４３，１９６千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 １，３８６千円

短期金銭債務 ３，５４３千円

Ⅲ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、未払事業税等の否認であ

ります。

Ⅳ １株当たりの情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 １，１９３，４１３円５５銭

２．１株当たり当期純利益 ９５，０２３円０８銭

Ⅴ 当期純損益金額 １４２，５３４千円

その他の注記

貸借対照表及び個別注記表に記載されている金額は、千円未満を切り捨て表示して

おります。


